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1 問題意識
本稿は，標準的な経済(学)教育に対抗するオルタナチィブな経済(学)教育の中でも，特に
地域の次元に基盤を置く一一グローカルな経済(学)教育(以下， 1"グロー カル経済教育」ω)の
構想、・構築についての問題提起を行い，現時点における到達点を提示するものである。筆者が，
このグローカル経済教育に対する必要性を認識するに至った主要な契機は，以下の二つである。
第一に，筆者などによる明治大学軍縮平和研究所「沖縄の脱軍事化と地域的主体性」共同研究
プロジェクト (2005~2006 年度)を通じて醸成された問題意識がある。同プロジェクトの最終
報告書『沖縄の脱軍事化と地域的主体性一一復帰後世代の「沖縄JJ<2lにおける拙稿『沖縄経済論
の脱軍事化と地域的主体性』は， 1"……地域主義とは，一定地域の住民が風土的個性そ背長に，
その地域の共同体にたいして一体感をもち，みずからの政治的・行政的自律性と文化的独自性を
追求することをいう。 H ・H ・問題はむしろ「中央」もまた特定の一地域へと還元されなければなら
ないという点にあるJ(めという玉野井芳郎氏の考え方を下敷きに，以下の結論を提示している。
筆者は，まず， 1"沖縄研究は， w中央』の学界における理論的潮流や問題意識に左右されるので
はなく， w地域1の次元に徹することで， (特定の一地域としての「中央」を合む)他のあらゆる
地域に対しでも，一般性をもつことになる」ωとした。これは，吉川博也氏の「……新沖縄学に
おいては，新沖縄学と諸関連学問とを構造的かっ意識的に関連付け，両者相互にとって蓄積的に
十になることが必要である。これまで沖縄学(とくに最近〉は，理論，ディシプリンが確立して
(1) 経済(学)教育は，厳密にいえば，経済学の理論を教育するもの，その理論に基づいて経済現象を教
育するもの，理論に基づかずに経済現象を教育するもの，に大別されるが，実際の線引きは困難である。
本稿では，以 kの全てそ|経済(学)教育J，I経済教育Jc:して扱っている。
(2) 畠山大，熊本博之編「沖縄の脱軍事化と地域的主体性一一復帰後世代の「沖縄JJ西間帯応， 2006 
年。
(3) 畠山大「沖縄経済論の脱軍事化と地域的主体性J(同上書)310-311ペー ジ。
(4) 向上論文， 311ペー ジ。
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いる諸学問のそれを沖縄という地域(研究〉に適用するというものであった。ここに留まってい
る限りでは沖縄学のオリジナルなディシプリン，理論は生まれない。……諸関連学問に新沖縄学
が影響することを通して，初めて可能となる」ωという考え方を踏まえている。
その上で，筆者は.r近現代期を通じ，国民国家，国民経済という，近代的な枠組の『辺境」
に置かれたことによる災禍を被り続けてきた沖縄の人々こそが中心になり，日本という国民国家
の相対化と，これを「地域」とLサ次元へと解体する作業とを並行して行っていかなければなら
なL、……」白〕と主張している。
だが， この主張は，新たに生み出されるべき(沖縄以外)r地域」において，吉川氏のいう
「新沖縄学」に相当するような一一各地域における学術的体系の中での経済学もしくは経済(学〉
教育の具体的なあり方，そして，これらの各地域における経済学もしくは経済(学)教育と，地l
理的，歴史的，社会的，文化的に，また，可能性としては，政治的，経済的にも独自性をもって
いる沖縄における経済学もしくは経済(学)教育との関係性という一一別の問題意識を筆者に突き
つけた。換言すれば，沖縄もしくは沖縄以外の各地域における学術的体系における経済学もしくは
経済(学)教育がもつことになる一般性と特殊性とをどのように考えるべきか，という課題である。
グローカル経済教育に対する必要性の認識へと至る契機の第二としては，筆者は. 2007年9
月，北海道教育大学(函館校〕に着任し，東京や札幌等の大都市ならざる地方に所在する大学に
おける経済(学)教育に従事するチャンスを与えられていることでの問題意識がある。
現在の中央と地方との関係について，一言でいえば.r選択と集中」をモットーとする新自由
主義，および，そのパックボーンである標準的な経済学の下で，中央と地方との経済，財政，そ
して，教育における格差は.r足による投票」の結果として，容認， もしくは，積極的に肯定さ
れることになる。標準的な経済学一一厳密には，それを標梼する考え方においては，今日，企業
や産業，人口の流出が続くような地域の住民は，他の地域へと移動する「足」を持たなかった，
もしくは，正しい「選択」を行う能力がなかった，として，自己責任論の対象になりかねなL川。
換言すれば，標準的な経済学は，衰退する地域に所在する大学の学生に対し，彼らが標準的な
教科書を手にする以前に「負け組」の熔印を押している。一方，地方の大学，特に国立の教員養
成系とされる大学・学部には，出身地域やその周辺での学校教員，自治体職員という進路を志望
する一一経済学の言葉を用いれば， リスク回避的な学生が多く集まっている。標準的な経済学の
(5 ) 吉川博也 I~新沖縄学体系化試論』一一来沖 33 年，在沖 10 年の総括とこれから一一J ~沖縄関係学研
究会」第9号，沖縄関係学研究会編集発行.2006年3月.3-4ペー ジ。
(6) 畠山前掲論文.311ペー ジ。
(7) 例えば，増田悦佐氏は， I大都市圏と地方との経済格差は，移動の自由さえあれば問題ではない。
…・・地方を選ぶ人は経済的不利益を承知の上で，地方が好きだから地方を選んでいるのだから補償する
必要はなLリとしている。増田悦佐「高度経済成長は復活できるJ文義春秋.2004年， 202ページ。ま
た，飯田泰之氏は.I課税所得 1000万円の人ならば， 100万円以上を地方のために拠出している状況で
す。 H ・H ・これはまあ搾取といっていいんじゃないでしょうか。……田舎に住み続けたいし経済的にも保
障されたいという感情と欲求のために， 日本国民が年収の l割を提供すべきか」としている。芹沢一也，
荻上チキ，飯田泰之，岡田靖，赤木智弘，湯浅誠『経済成長って何で必要なんだろう ?J光文社， 2009 
年， 284ペー ジ。
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発想からすれば，中央の大学に進学するリスクも取らず，グローパルな地域間競争に打って出る
ためのスキルも修得しようとせず，中央が生み出した富に寄生するだけの地方で， しかも，公共
的なセクターへの就職を志望する一一地方の学生は， I負け組」と「非合理的な愚か者」という
二重の熔印を押されがちである。
もちろん，学生の側は，このような標準的な経済学の側からの「空気」を感じ，経済学からの
二度目の「逃走J(一度目の「逃走」は，中央もしくは海外における経済学・経営学系の大学・
学部に進学しなかったこと)を図ることになり，これに対し，地方の大学，特に教員養成系の大
学・学部における標準的な経済(学)教育のあり方=徹底が独自の研究領域として設定されると
いう循環に陥っているヘ
だが，経済学は社会科学である以上，標準的な経済学といえども，特定の時間(時代)や空間
(国家，社会)における研究・分析，政策立案・制度設計，教育等の次元で制度化されることに
成功したという意味以上での「標準」ではなく，その理論体系は一定の価値判断を含んでいる。
よって， I選択と集中」という「標準」を否定したりすること，また，一定程度は固定的な空
間であり，一定程度は長期的な時間軸に基づく「地域」において，職業生活や家庭生活，市民生
活，人生を営もうとする学生・市民を理論的にオーソライズし，そして，職場や家庭，地域や国
家の課題，国際的，地球的な問題の解決を支援し，さらに，人々の市民生活，人生をエンパワー
メントする一一経済学および経済(学)教育を構想・構築し，実践したりすることは，標準的な
経済学および経済(学〉教育を研究・教育することに対してパラレルな科学的，教育的な営みで
あると主張しうる。
この営みは，グローカル経済教育に対する必要性の認識へと至った第ーの契機における新しい
課題一一①各地域における学術的体系の中での経済学もしくは経済(学)教育の具体的なあり方，
②沖縄における経済学もしくは経済(学〉教育と，沖縄以外の各地域における経済学もしくは経
済(学)との関係性一一の探求に道を聞くことになる。その際，国民国家や国民経済という枠組
み (nationaI)が相対化される中で，グローパリゼーションという現象やグローパル人材の育成
という国策についての地域の次元における対応・対抗ーーという問題意識を含んで，グローパル
(globaI)と地域(locaI)との合成語であるグローカル (glocaI)という枠組みが前景化する。
以下では，まず，次節において，グローカル経済教育の構想・構築， (北海道という地域の次
元での)実践における現時点での到達点を整理・提示するヘ続く第3節では，グローカル経済
(8) 拙稿「グローカル・エコノミクスの構築可能性の再検討J(北海道教育大学函館人文学会編『人文論
究」第83号， 2004年3月〕において，水野秀雄，鵜飼遥佳，前田宗誉，村井望氏による論考 (1なぜ
学校では自由貿易が教えられないのかJ(経済教育学会編集・発行「経済教育」第31号)2012年9月)
に対する検討を行っている。
(9) 本稿の内容の一部は，拙稿「グローカル・エコノミクスの可能性J(~人文論究J 北海道教育大学函館
人文学会， 2012年)， 1グローカル・エコノミクスの教育的課題に関する一考察一一北海道で「自由貿
易』をどう教えるか?一一Jcr人文論究」北海道教育大学函館人文学会， 2013年)， 1グローカル・エコ
ノミクスの構築可能性の再検討J(r人文論究」北海道教育大学函館人文学会， 2014年)等の研究成果
を再構成したものである。なお，本稿の内容は，教育上の実践についての部分を含め，北海道教育大学
等，筆者が所属・関係する組織・機関の公式な情報・見解とは無関係である。
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教育における一般性と特殊性の問題について，筆者における問題意識の出発点である一一沖縄と
いう地域の次元で考察する中で，グローカル経済教育における「一般理論」の必要性や可能性を
展望したい。
2 グローカル経済教育の構想・構築と実践
(1 ) グローカル経済教育の背景
グローカル経済教育が，既存の経済(学)教育，特に標準的な経済(学〉教育に対置されて提
起されるのは，後者が，地域を基盤する経済(学)教育における限界性をもっていることに起因
する。本項では，①地域へのグローパリゼーション，とりわけ，その結果であり，原因でもある
一一新自由主義の影響，②既存の経済学，経済(学)教育における「地域」という枠組みや主体
の(事実上の〉不在一ーという二つの要因に着目し，これらが絡み合って生じている問題を指摘
する。
現在，学生や市民の大部分が「経済学」として認識するものは，いわゆる近代経済学である。
その標準的な構成は， ミクロ，マクロの二本柱であり，前者が「個人J(家計，企業)の次元に
おける個別の経済活動，後者が「国家」の次元における集計概念としての経済活動を対象とする。
既存の経済学の枠組における「地域」は， ミクロの個別主体やマクロの集計概念との質的な相異
がないような一一家計や企業というミクロの個別主体の集合体であるか， もしくは，国家という
集計概念の一部分か，そのミニチュア版としての存在である。いずれにせよ，量的な概念・存在
に留まっている。
グローパリゼーションは，理論的にも，政策的にも，制度的にも，国家を中心とする既存の経
済学を相対化する。ヒト，モノ，カネ，情報といった生産要素の国境を越える自由な移動が，近
代的な国民国家のあり方を相対化し，変容させていく。だが，経済学の研究や教育の枠組は，個
人(家計，企業〉を主体とするミクロ経済学と，その単純な総和でないにせよ，その集合体とし
てのーー国家を主体とするマクロ経済学とで構成され，変化がないという現状が指摘できょう。
その結果，一般的な市民や学生の意識における地域経済の発展とは， (部分としての)地域に
おける家計や企業の経済的な利益を最大化すること， もしくは， (全体としての)国家の経済成
長の恩恵に(量的な意味で)与ることを意味し，その帰結が，利益誘導型の公共事業，企業誘致
による外発的開発の推進・挫折，自然環境の破壊，地域社会の解体，過疎・過密や一極集中の問
題であった。一方，以前は「中央」の対概念に過ぎなかった「地方」が，その意思に関わりなく，
今後は「地域」として，国家やグローパルな世界の内側で，政治的，経済的にも，また，実体的
にも，観念的にも，一定の独白性と完結性をもっ「主体」とされつつあるととも，既存の経済学
の限界性となっていく。
特に「選択と集中」が政府のあらゆる政策・制度・施策の基本原理となっている現在，その
「選択」や「集中」から外れる地方・地域は，地域主権=地方分権・規制緩和という新たなルー
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ルの下，政治的にも，経済的にも，一定の独白性と完結性を有するプレイヤーとして，国境の内
部と外部における地域間競争のゲームにおける生き残るための主体性と実力が求められる。そし
て，この構図は，スクラップされる側の自治体や公的施設等に「自己責任」を押しつけるもので
もある。
このような問題状耐に直面している地方に所在する大学において，既存の経済学の考え方を地
域に基盤を置く経済(学)教育の中で展開するには，現在，標準的な経済学，もしくは，主流派
とされる新古典派経済学以外の理論体系についても，以下に指摘するような限界性があると考え
られる。
第一に，近代経済学の内部における新古典派へのカウンターパートとされる，ケインジアン，
特にポスト・ケインジアンからの， I改革」よりも「成長」を相対的に優先させ，量的な「成長」
が全ての問題を解決するかのような主張がある。例えば，稲葉振一郎氏は， Ir構造改革主義』が
左翼の一部を引きつけてしまう理由は，それが『円本型経済システム」を解体させること在期待
させるがゆえであった」とし， I本来であれば景気優先論にコミットしてしかるべき『格差是正
論者』たちが，どちらかといえば財政再建路線に逆説的な支持を与えてしまっているのである」
としている仰〕。
だが，現実には， I日本型経済システム」の内部と外部の条件が変化し，格差や環境の問題，
特に 3.11後は，復興の問題，原子力災害，エネルギ一政策への反省等の新しい課題が生まれて
いる。そして，積極的な公共投資が行われ，新幹線や高速道路が整備されている地域，もしくは，
1人当たりの所得の水準が低くはないような地方で， Iファスト風土化」が進行している状況も
ある(!九
また， I改革」よりも「成長」を相対的に優先させ，量的な「成長」が全てを解決するかのよ
うな考え方は， r経済ナショナリズム」と親和的である。中野剛志氏は，東日本大震災の復興に
おける「経済ナショナリズム」の役割について， I被災地以外の地域に住む日本人は，被災した
日本人を同じ運命共同体に属する同朋とみなし，同朋の不幸に強く共感している。この同国人に
対する同朋意識，すなわちナショナリズムが，復興費用の負担への同意を可能とするのである」ω
としている。
しかし，この「ナショナリズム」を動員しうる政治的，経済的なパワーの加何により，国家的
な資源配分競争における産業，企業，自治体，教育機関等の勝敗が決してしまう現実もあろう。
例えば，日本のTPPへの参加について，北海道という「地域」では， I仮にTPP交渉で重要
品目の関税撤廃が行われた場合，農業や関連産業の継続が困難となり，地域社会の崩壊が懸念さ
れ……」ω という立場が表明される。一方，東京という「地域」からは，そこに所在する政界，
(10) 稲葉振一郎『増補綴済学という教養』筑摩書房， 2008年， 206， 399ペー ジ。
(11) 三浦展『ファスト底上化する日本郊外化とその病理」洋泉社， 2004年，特に 133-158ペー ジ参照。
(12) 中野剛志『国)Jとは何か一一経済ナショナリズムの理論と政策』講談社， 2011年.17ペー ジ。
(13) iTPP交渉への参加を行なわないよう求める意見書J(2011年10月)北海道議会ウェブサイト
(http://www.gikai.pref.hokkaido.lg.jp/honkaigi/29 honkaigij23-3t/ik巴nan.htm#3)。
134 「明大商学論叢」第97巻第3号 (414 ) 
財界，官界，学界の利害を代弁するマスメディアを通じ， 11.5%を守るために 98.5%のかなりの
部分が犠牲になっているJCl4)といった図式において，いわば，農業(国富を食いつぶすマイナー
な産業)=1地方」が，製造業や金融業(国富を生み出すメジャーな産業)=1中央J(=日本)を
犠牲にするという一一「ナショナリズム」を動員するような議論が展開されている。このような
議論の図式は，標準的な経済学や新自由主義が説くところの「選択と集中」とは親和的である。
第二に，近代経済学のかつてのカウンターパートであるマルクス経済学についての限界性は，
以下の通りに指摘できる。
マルクス(K.Marx)の経済思想において中心となる「経済学批判」は，商品，貨幣，資本，
賃労働，土地所有……と，抽象的な範鴫から具体的な範噂へと「上向」し， 1ブルジョア社会の
総括」としての「国家」に至札外国貿易論，世界市場論へと発展する，としている。この
I~資本論」体系」が「経済原論の主要な構成部分」であり， I~帝国主義論」体系や現代資本主義
論がもし科学的検討に耐えうるとするならば，それは，経済原論という確固とした理論的基盤に
よって裏づけられているからこそである」叩と(マルクス経済学の)標準的な教科書には書かれ
てある。
もし，その通りならば，理論以前の問題，すなわち，教育の次元において，学習者の多くは，
経済原論=1国家」の次元の経済(学)こそが「確固とした理論的基盤」であるという理解に導
かれる。そして，左派政党や労働組合の組織化，運動や活動が(理論的に，もしくは，実際的に)
中央集権的な傾向を帯びることでも，地方・地域の利害や主体性が軽視，抑圧されてきたと考え
られる(J九
以上の点からすれば，相互に対立してきたはずの一一新古典派経済学，ケインジアン，マルク
ス経済学という一一既存の経済学は「経済ナショナリズム」と補完的である。ゆえに，グローカ
ル経済教育の構想・構築は，標準的な，主流派の経済学=新古典派経済学に基づく教育をマルク
ス経済学，ケインズ経済学に置き換えたり，理論のオルタナティブ性そのものを目的としたりは
しない。グ、ローパリゼーションの時代における地域に基盤を置く経済(学)教育の構想・構築は，
経済(学)教育をして.既存の経済学の「下請け」を脱却せしめることを，その取り組みの本質
に据えるのである。
(14) r月刊現代農業2011年3月号 TPP参加は農家だけでなく日本国民すべてに被害を及ぼすJ(http: 
/ /www.ruralnet.or.jp/gn/201103/tpp.htm)。
(15) 島津秀典「現代経済の諸問題と経済原論の展開一一「資本論』・『帝国主義論」・現代資本主義論一一」
(平野喜一郎編集代表「経済原論」青木書底， 1982年)266ペー ジ。
(16) 例えば，山本左門氏は，道州制の問題に関する文脈において， r日本各地域の経済界がそれぞれの地
域に即した道州制構想、を検討し，……こうした構想に基づく地域づくりは地域経済の活性化・発展を促
し，その作用は地域住民の生活基盤の向上に直結し，地方分権・自治を支える基礎力を高める可能性を
内包している。それゆえ旧来の一般国民(人民〕の利益と対立させた単純な『財界利益』論では道州制
推進の積極的動向は捉えきれない」としている。山本佐門「分権的道州市jの展望とその批判者逮J(北
海学園大学開発研究所編「開発論集』第78号， 2006年8月)12ペー ジ。
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(2) グローカル経済教育の枠組み
本項では，地域を基盤とする経済(学)教育という次元における「教育」の機能と意義を確認
し，前項までの内容と合わせ，現時点におけるグローカル経済教育の大まかな枠組みを提示する。
現代において，政治，行政，メディア，企業，学校，市民活動等に従事する人々の大部分は，
高等教育を受けたにせよ，その多くが学部までの教育に留まると思われる。その後，大学院以上
の教育を受けるにせよ，教養科目や専門科目としての「経済学」や「経済原論」といった，官庁
や企業の採用試験，各種の資格試験の科目として制度化されている教育内容を「確固たる理論的
基盤」として受け入れることになる。よって，既存のーーとりわけ，標準的な，主流派の経済学
が，地方や地域における政策や制度， ビジネス，市民活動，調査・研究を，ひいては，社会全体
の意識や規範を規定することになる。
換言すれば，経済(学)教育，とりわけ，大学等の学校教育の中で実施される教育のあり方=
「政治」に他ならない。大衆が標準的な教科書を理解するというプロセスにおいて，経済社会の
あり方をも規定する力をもつような一一ガルプレイス流に表現すれば， 1"通念」が生まれるから
である。また，この「通念」は，地方・地域における個別の企業や産業における意思決定に独特
の傾向をもたせるのみならず，政治的，社会的な意思決定にも強く影響するはずである。地方や
地域は，このような強大な「権力」を(没意識的に〕中央に明け渡してきたといえよう。
逆に考えれば，地方や地域が，経済(学〉教育という「権力」を回復させる第一歩は，地方や
地域が，地域を基盤とする経済〈学〉教育からのオルタナティブな経済学の制度化，理論化を志
向することであり，ここに， 1"教育」が重要な問題意識として前景化する。しかも，有史以来の
経済思想や経済理論の生成や発展，その制度化，標準化の実際をみれば，オルタナティブな経済
学の構想・構築についても，中央における大学や官庁，シンクタンク等による理論化が先行し，
その後，教育・研究における組織化，制度化が続くーーというプロセスに固執する必然性はない。
さらに換言すれば， 1"地域」を基盤とする経済(学)教育のあり方(実践，組織化，制度化)
が発展し，その成果や経験を一般化，抽象化することで，オルタナティプな経済学が形成される
プロセスも想像できる。
また，家庭や職場，地域等，学校教育以外の場における「教育」において，例えば，自治体に
おいて，職員が自治体による統計，調査，計画や政策の策定等がもっている可能性を最大限に追
求し，さらに，その成果から学ぶことで，能力や意識の向上を果たすーーというケースが考えら
れる (1九ここに，地域を基盤とする経済(学〉が，経済学に「地域」という次元を組み込んでい
く主体そのもの(市民，自治体，企業，教育・研究機関等〉を巻き込んで発展する可能性がある。
とはL、え，現状において，地方の大学における実践に的を絞ったところのオルタナティブな経
済(学)教育は，その組織化，制度化が広範に行われているとはいえず，その実体性は希薄であ
(17) 詳しくは，畠山前掲論文， 16向 19ペー ジを参照のこと。
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る。一方，標準的な，主流派の経済学としての新古典派経済学に対する批判，また，その裏返し
で，反主流派の経済学としての一一マルクス経済学，ケインズ経済学，その他の理論体系の正当
性の主張は広範に行われている。とはいえ，来流派の経済学の理論的・教育的体系が“defacto 
standard"たることを認めた上で，それらの体系の要素と全体とに張り付くような批判を行い，
かっ，オルタナティプとなる理論や考え方を提示する，という試みは多くはないと考えられる。
以上の点より，ク守口ーパル経済教育の枠組みは，①グローパリゼーション，②経済のグローパ
ル化に伴う(国民)国家の枠組みの相対化一ーを契機とするものとなる。そして，③地域(ロー
カル)における経済(学)教育を出発点とし，ゆその点で，一般的な新自由主義批判ではなく，
標準的な経済学をして，他の既存の経済学への単なる置き換えを主張するものでもなく，⑤オル
タナティブな経済学の「教育」からの制度化，理論化を展望するものである と設定できる。
(3) グローカル経済教育の実践
以下では，地方の大学で，国際経済，地域経済，応用経済学の分野における経済(学〉教育に
従事している筆者の実践を踏まえ，グローカル経済教育の構想、・構築における現時点での課題を
検討したL、。
筆者は，国家聞の経済関係が(国家内の)地方経済に与える影響についての壊論および実証分
析を研究テーマとしており，筆者の教育内容にも筆者の問題意識が強く反映されていると思われ
る。また，特に演習や卒業研究の指導を通じ，学生の学生生活や進路決定に立ち会ってきた経験
により，経済〈学)教育が事実上のキャリア教育として機能する面があることを認識してきた。
そこで，本項では，地方や地域の若者(学生・生徒)が，グローパル経済が地域経済に与える
影響をどう克服し，将来にわたり，自分の人生における幸福をどう追求し，自分たちが活動する
場としての地域の三主体性をどう追求しうるかーーという同組意識の下，地方の大学の教室の中で，
環太平洋パートナーシップ協定 (TPP)のような今日的な問題を「マーシャリアンクロス」や
「比較優位の理論Jといった経済学の教科書では標準的な道具立てを用いて扱う場合の課題を検
討する。
まず，地方や地域における(学校)教育のあり方は，労働市場と密接な関係をもっているが，
圏内・地方における経済のグローパル化に伴う影響，特に雇用の面について，以下，冨浦英一氏
の論考で確認しておく〈ヘこれによれば，海外直接投資については，日本企業の海外展開と比較
し，海外企業の日本国内での企業活動は相対的に限定的であり，また，日本企業による直接投資
残高の海外現地での再投資も増加している。製造業では，海外生産比率に比例し，雇用も海外の
半分を超える規模にあり， しかも，圏内での生産には，低賃金の発展途上国と比較し，労働節約
的・資本集約的技術が使われていく場合，海外生産比率以上に雇用における国内の割合はいっそ
う低くなるはずで，今後も，圏内の雇用機会は，特に製造業で限定されていくと指摘されている。
(18) 冨浦英一「グローバル化とわが国の国内雇用一一貿易，海外生産，アウトソーシングJ(独立行政法
人労働政策研究・研究機構編『日本労働研究雑誌~ 2012年6月号， 2012年5月)参照。
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圏内の地方における「高賃金」の労働者が，海外における「低賃金」の労働者に置換されると
いう図式を一般的な経済(学)教育の次元で取り上げる場合，石水喜夫氏の表現を借りれば，
「権威ある人々は，大学の講義室でマーシャリアンクロスを書きます。そして，高すぎる賃金は
労働者のためにならないのですと説明するでしょう。高すぎる賃金が労働力の供給超過を生み，
失業を発生させるという市場経済学の論理ですJ(l9lとなる。圏内ならば，生産要素としての労働
力の移動は容易である(とされる)ので， I大学の講義室」における「正解」は，地方の(労働
力としての)人々が，労働力需要が相対的に旺盛な大都市，特に首都圏へと移動すること， もし
くは，地方の「高すぎる賃金」を是正し，その原因を排除することーーということになってしまう。
地方からの人口流出を正当化する経済理論としては， I比較生産費説J，I比較優位の理論」も
挙げられよう。これは， TPP， 自由貿易，資本移動の自由化，労働を含む生産要素の自由な移
動を正当化する論理である。これらについて，経済学説史や経済思想史の次元から授業で触れる
場合， リカードゥ (D.Ricardo)の比較生産費説が 19世紀の英国という歴史的な状況や，当時
における世界経済の「中心」としての英国の地位という特殊性を反映した z一般性に疑問が残る
「理論」という扱いになる。また， この比較生産費説が，その後のミル(].S. Mi1l)を経て，現
代的な経済学として理論化される中で，国際(外国)貿易論が一般理論としての静態・均衡理論
に包含されたことにより， I国家」が捨象されているとの批判もなされている点にも言及しうる (2九
さらに，当時の英国における耕地の制約と耕境の拡大に伴う穀物の生産費の上昇=地代と賃金
の上昇=利潤率の下落というプロセスを提示し(ベ「リカードはこの論法によって穀物条例に反
対し，安価な穀物の輸入を主張したにすぎませんでした」倒と説明する場合には， TPPによる
農産品輸入の自由化に伴う食料品価格の下落=賃金の抑制という，日本の今日的な状況に対する
アナロジーを指摘する余地もある。
一方， ミクロ経済学からのアプローチも検討しよう。最近の標準的な教科書としては，マンキュー
(N. Gregory Mankiw)のもの (N・グレゴリー・マンキュー「マンキュー経済学I ミクロ編」
足立英之他訳，東洋経済新報社， 2005年)が普及しているようである。同書では，比較優位の
理論について， I彼の自由貿易擁護は，単なる学術上の演習ではなかった。 H ・H ・リカードは穀物
の輸入を制限しようとする穀物条例に反対したJ<目)とし，比較生産費説の歴史性を認めながらも，
「自由貿易を支持する議論の中核は，この 2世紀もの間ほとんど変化していない。スミスやリカー
ドの時代と比べると経済学の範囲は広がり，理論は洗練されてきたが，貿易規制に対する経済学
(19) 石水喜夫「日本型雇用の真実」筑摩書房， 2013年， 25ペー ジ。
(20) 音信粛「古典派貿易理論の展開」同文舘出版， 1994年， 63ペー ジ参照。
(21) 大野忠男「経済学史J(荒憲治郎，飯田経夫，大石泰彦，大野忠男『経済学入門」新版，有斐閣， 1990 
年)193-194ペー ジ参照。
(22) 向上書， 194ペー ジ。
(23) N. Gregory Mankiw. 2004. Principles of Economics， Third Edition. South-Western， a division 
of Thomson Learning， Inc. N・グレゴリー・マンキュー『マンキュー経済学Iミクロ編」第2版，
足立英之，石川城太，小川英治，地主敏樹，中馬宏之，柳川隆訳，東洋経済新報社， 2010年)80ペー
ジ。
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者の反対意見は碁本的には比較優位の原理に基づいたままであるJ'24)(以上，傍点筆者)とし，
比較生産費説や比較優位の理論の一般性や普通性を主張している。
比較優位の理論は，特定の主体における内部の要素(国家ならば，産業や企業，食業ならば，
セクションや業務，個人ならば，作業)の機会費用と，別の主体における内部の要素の機会費用
との比較を行うもので，その結果，特定の産業なり，企業なり，セクションなり，業務なり，作
業なりが放棄されたり，投入されていた資源(生産要素〉が他の要素へと移転される事態が生じ
たりする。換言すれば，部分の負担/犠牲の上に全体としての利益/存続が実現しているのだが，
グローカル経済教育の実践では，この「利益Jの意味に着目した上で，全体と部分との関係性を
問い直すことになる。
なお， リカードゥの比較生産費説は労働価値説に， ミクロ経済学における比較優位の理論は効
用価値説に基づく。効用価値説は，その別名が主観価値説であり，人間における主観の不安定性，
可測性が問題とされた。しかし，実際の理論的な発展においては，効用=(市場〕価格=(貨幣)
数量という建前で，本来的に序数的な「価値」を計数として処理可能とし(2ペ理論的な整合性，
客観性の担保を図っている。
しかし，商品や貨幣における「主観J=価値観は，実体的な社会の中で生き続ける。例えば，
内山節氏が「たとえば戦後の日本は，経済が脅かになれば人々も幸せになるという価値観を共有
した社会でした。……すべてがお金に換算され，差是かさが消費の量ではかられる，そういう価値
が社会のいたるところで関係を結び，交通されつづけ，交換されていくJ'26)と述べる通りである。
国家もしくは地域の，内部もしくは外部における貨幣を伴う取引を通じ， Iすべてがお金に換
算され，豊かさが消費の量ではかられる」という価値観も流通する。だが，その価値観や貨幣が
社会に流通，浸透している程度，また，貨幣の機能や意義には，変遷があり，市場経済も，貨幣
経済も，歴史的な存在に髄まっている。
話を比較優位の理論に戻すと，市場経済のドで他のあらゆる商品と交換しうる唯一の商品であ
る貨幣の力により，その貨幣をより多く所有する中央の人々は，自由貿易や資本移動の自由が保
障される限り，自らの生命や社会，文化を維持していくための物質やサービスの調達先の自由な
選択が可能である。
他方，土地や土地に埋め込まれた技術や社会という外部への移動が不可能な生産要素に基づき，
ゆえに，長期的な時間軸の下で営まれることになる一一農業等の第一次産業の占める割合が高い
地方の人々が，その生産する商品について，需要側の短期的な晴好の変化に対応したり，商品の
供給先を新規開拓することなどは，困難である。よって，選択する側である中央と選択される側
である地方との関係は，前者が後者との関係を一方的に解消しうる立場であり，非対祢的である。
(24) 向上書， 80-81ペー ジ。
(25) 川上則道「マルクスに立ちミクロ経済学を知るJ新日本出版社.2013年，特に 153-157ペー ジ参照。
(26) 内山節「内山節のローカリズム原論新しい共同体をデザインするJ農山漁村文化協会， 2012年.170 
ページ。
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既存の経済学は，産業空洞化， TPP等の経済活動の自由化政策，地方と中央との格差等に伴
う問題について，事実上，その責任を地方に生を享けた者に押し付けている。この状況を打破す
るには，既存の経済学の「本丸」ともいえる(貨幣)数量という客観性のヴェールの裏にある
「価値」の再検討が必要である。換言すれば，地方の大学における経済(学)教育は，教室から
の「価値論」の復興というーー困難ではあるが，光栄な仕事を担うことを歴史的な使命としつつ
ある。
児美川孝一郎氏は，そのキャリア教育の文脈で， r学校教育全体が，各教科の教育を通じても
教科外の活動を通じても，生徒たちに将来の生き方をじっくりと考えさせ， しかも，現状を“追認"
するだけではなく，多様な可能性や選択肢に気づかせるような，さまざまな素材や機会を提供す
るもの……J<27)になるべきとしている。そのような教育は，既存の価値観を相対化する一方，オ
ルタナティブな経済(学)のあり方を生み出す営みとなり，その担い手を生み出す営みにもなろ
う。ここに，グローパル経済教育における理論的な探究と人材育成との総合がイメージされてくる
のである。
3 グローカル経済教育の一般性と特殊性
本稿の冒頭において，沖縄もしくは沖縄以外の各地域における学術的体系に含まれる経済学も
しくは経済(学〕教育=グローカル経済教育がもつことになる一般性と特殊性をどのように考え
るべきか，という課題を提示した。筆者におけるグローパル教育への問題意識は，沖縄という地
域を出発点とするが，北海道という地域において経済(学)教育を実践するチャンスを与えられ
ていることで，前節までの考察は，主に北海道という(沖縄ならざる)地域の次元でなされてい
る。本節は，沖縄という地域の次元に立ち返り，グ、ローカル経済教育における一般性と特殊性を
考察したい。
沖縄と北海道とでは， ミクロ的な産業構造が異なるものの，マクロの数字をみれば， 1人当た
り県民所得 (2010年度〉は〈ベ沖縄が202万5，000円(全国47位)，北海道が244万円(全国36
位)，県内総生産に占める第2次産業と第3次産業の比率 (2010年度)は(29) 沖縄が 12.4%(全
国46位。ただし， 47位は東京都)と 85.5%(全国 2位。ただし位は東京都)，北海道は
16.3% (全国44位〉と 80%(全国7位)で，共通点がある。若年者(15-24歳)失業率 (2013
年)は(30) 沖縄が 10.2%，北海道が8.9%で，全国平均 (6.9%)と比較し，高水準にある。
よって，前節までに考察したグローカル経済教育の内容や課題は，沖縄という地域においても
(27) 児美川孝一郎『キャリア教育のウソ』筑摩書房， 2013年， 133ペー ジ。
(28) 総務省統計局ウェブサイト (http://www.stat.go.jp/data/nihon/03.htm)。原資料は，内閣府経済
社会総合研究所国民経済計算部地域・特定勘定課「県民経済計算年報」。
(29) 向上資料。
(30) 総務省『労働力調査』総務省統計局ウェプサイト (http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?
lid =000001116934)。
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一定の適用可能性をもっているはずである。しかし，沖縄については，地理的，歴史的，文化的，
社会的，経済的，政治的な独自性があることも事実であり，本稿では，以下のような特殊性を指
摘しておきたい。
沖縄における本土復帰は， I日本国憲法への復帰」であったと形容される。それは，戦争放棄
を規定する第9条への「復帰」であり，第 25条「すべて国民は，健康で文化的な最低限度の生
活を営む権利を有する」の規定のような一一人権，自由，生活の保障を希求するものでもあった。
だが，復帰により， I政府の責任や国民の権利を起点として要求される金と. <基地に対する一一
筆者〉反発を沈静化するために投下される金とは，様々な場で重なり合い，蹄分けできないほど
複雑に絡まり合っている」附(鳥山淳氏〉と指摘されるような状況が生じてしまう。
その結果. I…・・・日本政府が基地を押し付けるためにいろんな経済援助とかをしていて，そう
いう日常生活にどっぷり漬かりながら，酒を飲むときだけ独立だと言ってもこれは始まらないん
です。 H ・H ・独立という以上は，こういう経済的支援なども全部断ち切る，そういう日常の中から
独立という芦をあげなきゃいけない……J'32)(新崎盛瞭氏〉といった意識で， (~居酒屋独立論」
を批判する新崎氏の本意とは独立して)基地に反対する運動の側が，本土から沖縄への財政移転
そのものをネガティプに捉え，ひいては，沖縄経済の日本経済からの「独立」をもイメージする
ようになる。
一方，池宮城秀正氏は， I軍事基地立地等のため，沖縄県に対して国庫支出金が傾斜的に配分
されているが，財源補墳の実状は，一般に適切に理解されていないと思われる」側との問題意識
より. I人口一人当たり経費をみると，沖縄県は全国水準に近く，類似県のほぼ7割の金額であ
る。……離島県で，且つ離島を多く抱えた自治体ではあるが，沖縄本島中南部に人口の 8割以上
が居住し，沖縄県の行財政は効率的に実施されている」とし(34) また，経常収支比率等の指標が
都道府県平均を下回っている点からも. I沖縄県財政は概ね健全であるといえる」と結論づけて
いる (35)。
池宮城氏は. I沖縄県から軍事基地がなくなった場合，現行の国と地方の財政関係を所与とす
ると，沖縄県歳入は国庫支出金の比率が低下し，地方交付税と地方債の比率が高くなるであろ
うJ'36)(傍点筆者〕としている。換言すれば，基地問題を考える際に経済問題を心配する必要は
ない，とする見解であり，沖縄における「イモ・ハダシ」以来の議論の文脈からすれば，かなり
踏み込んだ主張である。
この主張には. Iわが国では，国及び地方公共団体の両者で，資源配分，所得再分配，及び経
(31) 鳥山淳「占領と現実主義J(鳥山淳編『沖縄・問いを立てるー 5イモとハダシ一一占領と現在」社会
評論社.2009年)105ペー ジ。
(32) 新崎盛昭「沖縄を越えるーー民衆連帯と平和創造の核心現場から」凱風社， 2014年.159-160ペー ジ。
(3) 池宮城秀正「財源補填と沖縄県財政J(沖縄経済学会編「経済と社曾」第29巻， 2013年12月)3ペー
ジ。
(34) 向上論文.14ペー ジ。
(35) 向上論文.14ペー ジ。
(36) 同上論文.11ペー ジ。
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済安定化といつた財政の機能を遂行しているJ<3町ベ7
を念頭に置き'国・地方の財政的枠組みの中で論じる必要がある」側という前提がある。ならば，
これらの前提=1現行の国と地方の財政関係」が現行の日本国憲法の精神に依拠するものとして，
この憲法を実体化せしめている日本(本土〉の市民社会に対し，沖縄県民が信頼をもっ度合いが，
池宮城氏の主張が沖縄県内で説得力，影響力をもっ度合いに比例してくると考えられよう。
ところが，近年における，普天間基地の移設問題，オスプレイの配備問題，教科書問題，集団
的自衛権の問題等により， 1……沖縄人が日本復帰を熱く求めたのは，人権を守るため国民が主
権を持つ現行憲法に共感したからです。しかし国民が国家を縛るという立憲主義を否定し，戦前
に戻すかのような自民党改憲案が成立するなら，沖縄はその日に独立すべきです」側という島袋
純氏の発言に象徴されるように，本土の市民社会に対する沖縄県民の「信頼」は失われつつある。
ここに，沖縄を一個の「独立」した地域，現実的には， 1一国二制度」の枠組を導入するべき
地域と考え，グローパル経済，特にアジアや新興国の「活力」の受け皿になりうる競争力をもっ
地域として，沖縄の経済・社会構造を変革しようとする動きが後押しされる。このような動きが，
新自由主義や市場(原理)主義を推進する側=1中央」の政府，財界，官界，学界，メディア等
の利害と親和的であることは，前記の「沖縄の脱軍事化と地域的主体性」共同研究プロジエクト
の最終報告書における拙稿で指摘した通りである(州4叫仰0ω〉
しかも， 1イメージが共有されることによって，消費が拡大するのだ。そしてサプカルチャー
的な文脈でいうと，沖縄は日本のひとつのエリアとして定着しているからこそ成立したわけだ」刷
(傍点筆者)とする新城和博氏の指摘が的を射ているならば，沖縄という地域の内部において，
「ひとつのエリア」という「イメージJ(=商品・市場)と，政治的な「自己決定権」と，文化的
な「アイデンティ」と，そして， 1米軍基地」との一一不思議な「共生」が可能になってこよう。
米国(米軍)の統治下では， 1琉球」という「イメージ」の強調は， 日本(本土〉からの分断
工作として行われたが，現在は，沖縄の「地理的優位性」や「アイデンティティ」を後押しする
ような一一学術，文化のソフト面の事業に対しでも，事実上の基地の見返りとしての補助金が投
入されており[ベ前記のような「共生」を，日本という政治的，経済的な領域の内部で維持，強
化することに一役買っている。
また，新城氏の「島のどまんなかに巨大な軍事基地が存在し続ける沖縄にとって，アメリカは
イメージではなく，まさにフェンス越しの風景であり，……日本より近い国だった。それが〈郊
(37) 同上論文， 4ペー ジ。
(38) 向上論文， 4ペー ジ。
(39) r(耕論)沖縄が問いかけるもの 植村秀樹さん，照屋義実さん，島袋純さん」朝日新聞ウェブサイト
(http://digital.asahi.com/articles/DA3S11426861.htm!?_requestur!=articles%2FDA3S1142686.1.h tm! 
&iref盟comkijUxCend_s_kjid_DA3S11426861) 2014年 10月29目。
(40) 詳しくは，畠山大「沖縄経済論の脱軍事化と地域的主体性J(畠山，熊本編前掲書)292-303ペー ジ
を参照のこと。
(41) 新城和博『ぼくの沖縄〈復帰後〉史」ボーダーインク， 2014年， 187ペー ジ。
(42) 大久保潤『幻想の島沖縄」日本経済新聞出版社， 2009年， 155-158ペー ジ参照。
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外化〉という日本的な消費風土に対象化されてしまうのが，復帰40年たった風景なのだろうJ'耐
との指摘も的を射ているならば，基地経済からの脱却として，巨大商業施設による基地の跡地利
ヤマトゥ
用を過度に評価する論調も，新自由主義や市場(原理)主義を推進する側=1中央Jと，平和や
ウチナー
文化的なアイデンティティを希求する側=1沖縄」との一一不思議な「協働」を意味してこよう。
沖縄の現状において，グローカル経済教育，平和や文化的なアイデンティティを希求する側が
担う場合，その目的が，グローパルな地域間競争を勝ち抜くため経営者としての能力， もしくは，
そのような競争を勝ち抜こうとする経営者にとって都合が良いような労働条件を甘受しうる一一
労働者としての意識や資質の酒養へとすり替わってしまう危険性をはらんでいる。
ウチナー
もし， 1沖縄Jにおける中心としての沖縄本烏において，基地経済の脱却という理想、や目標が，
グローパル経済における地域間競争での「サパイパルJにすり替わっていることに無自覚ならば，
ウチチー
前記のような「共生」や「協働Jから疎外される一一「沖縄Jにおける辺境としての八重山等の
地域は， (沖縄本島等との地域間競争における「サノ〈イパル」のために)1中央と一体化すること
ヤマトゥ
で現状を打開しようという方向に動く」臼4)(新崎氏〉しかなくなる。八重山等では， 1中央」から
の外発的なナショナリズムが強化される一方，グローカル経済教育の内発的な構築・実践は困難
になろう。
グローカル経済教育は，具体的な地域を基盤とする以上，一定の特殊性をもつことになるのは
当然である。たか，その特殊性は，グローバル経済における地域間競争に拍車そかけるものへと
容易に転化し，その結果，競争=市場に参加する地域が多くなればなるほど，まさに市場の原理
により，地域の「価値」は低下する。このような地域の「自殺行為」に歯止めをかけうるか否か
は，沖縄の事例に即していえば，本土=沖縄以外の地域における市民社会と経済社会のあり方に
かかっている。
各地域のグローカル経済教育における一般性と特殊性との対立は，各地域の特殊性をして，他
の地域を支援・強化するためのものとして，換言すれば，地域間競争一一イデオロギーとしての
貿易と資本移動の自由化 における非対称的な相瓦補完性ではなく，地域間協力における相互
補完性を発展させる要素として扱うこと，そして，これを「一般理論」にする取り組みによって
止揚されるべきである。
人類社会の基本原理を「競争」から「協力」へと転換するためには，グローカル経済教育を，
市民性(シチズンシップ〉教育として，社会科学の全体像の中に位置づけていく一一意志と営み
の継続が求められよう。
4 今後の課題 謝辞にかえて
大学教育を含む学校教育が制度化された教育の別名であるとすれば，筆者の問題意識における
(43) 新城前掲書， 175ペー ジ。
(44) 新崎前掲書， 171ペー ジ。
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グローカル経済教育についても，その具体的な制度化のあり方が問われてくる。また，筆者にお
けるグローカル経済教育の構想・構築，実践については，現状において， 日本という国家の内部
に留まっている。
これらの課題に関しては，今後，グローカル経済教育の構想・構築，実践，そして，制度化，
理論化という取り組みを推進・発展させる中で，その都度，到達点を提示し，グローパル経済や
地域経済への問題意識そ同じくする一一研究者，教育者，実務家，市民に対する問題提起そ行い，
連携や協働を呼びかけたL、。
なお，この度， ~明大商学論叢』の「福田邦夫博士古希記念号」に拙稿が収録されることは，
福田邦夫先生の学恩を蒙る身として，この上ない栄誉である。福田先生からは，折に触れ， r半
径5メートルJ(の人間関係)の大切さを教え諭されてきたが，このことは，中東，アフリカの
地域研究を中心にー-r半径6，000キロメートル」の地球大の一一世界経済における問題と格闘
されている先生からの学問的な「宿題」としても受け止めている。
筆者にとって， I半径6メートル」の地域経済と「半経 6，000キロメートル」のグローパル経
済との関係を問い直す一一「グローカル経済教育」の取り組みは，福田先生からの「宿題」への
ささやかな応答である。
